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序 論  
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第１章 貧困層拡大社会における社会的活動の期待と矛盾  
本章の目的  
1．  現実としての貧困層拡大社会  
2．  ソーシャルワーカーの倫理綱領と社会的活動への期待  
3．  社会的活動への期待と矛盾  
4．  小括  
































6．属性と 6 クラスターにおけるクラスメールの連関係数  























第７章 国家ボランティア政策と NPO 法の制定  
本章の目的  
1．福祉領域重視型ボランティ活動の育成  




第８章 公益法人制度改革からみた市民社会の自律性・自治性  
本章の目的  
1．第 1 次原案  
2．第 1 次原案に対する反論  
3．第 2 次原案  
4．第 3 次原案に向けた動き  
5．第 3 次原案に向けた動きとそれに対する反論  



















総 括  
1．  各章の要旨  
2．  7 つの提言  
3．  主体の力量形成に向けて  
4．  ボトムアップ型の社会保障に向けた 2 つの取り組み  
5．  結語  
  









第 3 章においては、2009 年に実施した社会福祉士有資格者を調査対象に行ったアンケー






























第 8 章においては、公益法人制度改革をめぐる議論を、第 1 次原案、これに対する反論、














































































 第 3 に、社会福祉専門教育を受ける以前の中学・高等学校における社会保障教育に着目
し、その内容を批判的に検討している点である。具体的には 2014 年に出された厚生労働省
「社会保障の教育推進に関する検討会」報告書および資料編の内容を精査し、これまでの
中学・高校教育において、ほとんど重視されてこなかった社会保障、社会福祉等に関わる
教育内容を国がいかに提示しているのかを明らかにし、それが年金制度への信頼感を育み
つつも社会保障領域における公的責任縮小の観点から自己責任論の強化を促すという矛盾
する要求を、いかに生徒らに無理なく教授させんとするものであると指摘している。  
 
 次に審査者が感じた本論文における問題点と課題についても触れておきたい。以下の点
に関して、今後の研究において充分な検討を希望したい。  
 まず、本論文の重要なテーマである市民社会論に関わる検討についてである。論文のな
かで岡本仁宏と古田雅雄に着目し両氏に依拠したことについて問うたところ、市民社会論
には様々なものがある中、「市民社会領域」という岡本の論の設定、共同性やネットワー
クを中心におく古田の論の設定に着目したとのことであったが、研究の展開としてはやや
不十分さを感じる。  
 戦後日本の社会科学の領域で市民社会論は分厚い理論の到達点をもっている。戦後の市
民社会論（論争）を総括するべきだと言っているのではないが、どのような市民社会論に
傾斜するにしても、高島善哉、内田義彦、平田清明、水田洋などの研究を踏まえ、自ら依
拠する市民社会論の意義を説明すべきであったであろう。もちろん、氏が説明する「新し
い公共」論の登場によって、こうした市民社会論（論争）に一応の区切りがついていると
みることもできる。だからこそ、研究テーマ設定の過程では踏まえておくべき基礎的作業
であり、それをある程度反映して、氏の依拠する市民社会論の意義を説明すべきであった
であろう。  
 市民社会論の検討は、本稿の総括における「七つの提言」の内容を深めるうえでも、必
要な研究上の作業である。とくに現代の市民社会論に関わっていえば、当事者の声ととも
に政策決定に市民の意見が反映される制度的な回路がイメージされ、実現され、保障され
ることが、社会福祉において重要であり、市民社会論の更に深い掘り下げを求めたい。  
 次に、1971 年のブレトンウッズ体制の崩壊（ニクソンショック）が、「歴史的な起点」
になるとしている意味は何かを問うたところ、一国福祉国家政策の行きづまりということ
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であった。しかし、この問題意識はもう少し深める必要があるだろう。問題は、その後の
変動相場制への移行、米国とその副官としての IMF が、根拠なき市場の自動調整機能を強
調しながら金融自由化を推進し、過剰な米国ドルと為替相場を維持するため資本取引の自
由化、金融市場の規制緩和で外資を誘引し、米国の経常収支の赤字をファイナンスさせよ
うとする仕組み、貿易赤字をくい止める仕組みをつくることにあり、それが氏のいう米国
対日経済政策と日本の社会保障財政を侵食することにつながっているのである。そして、
むしろ、氏が追及すべきは 1990 年の日米構造協議にあるのであろう。これらが「社会保障
抑制」につながる新自由主義改革の起点とみなせなくはない。つまり、氏の問題意識・論
文冒頭の課題設定を展開しようとするならば、氏のいう歴史の起点＝ブレトンウッズ体制
の崩壊に留まらず、その後の日米構造協議、新自由主義改革の強行という歴史的経過を追
う必要があった。氏は米日政治経済関係と社会保障という優れた問題意識をもっており、
その背景と歴史の分析を、より展開する必要があったといえる。  
 また、総括で述べられている社会保障のありように影響を及ぼすステイクホルダーに当
事者・本人が位置づけられていないことをどう評価するべきかである。確かに社会福祉従
事者、社会福祉領域の有資格者、社会福祉系学部・学科で学ぶ現役学生、公民・現代社会
を教える高校教員、社会福祉系科目を担当する大学教員、社会保障・社会福祉運動の主催
者、参加者が主体の力量形成をはかることの重要性は論を待たない。他方で、市民社会の
底上げをはかり、ボトムアップ型の社会保障を実現するためには、専門職を含めた支援者
サイドのみならず、何より多様な社会問題を抱える当事者・本人を中心に据えた理論構築
が不可欠であると考えられる。  
 さらに、ソーシャルワーカー専門職団体によるソーシャル・アクションに対するスタン
スを検討する際には、倫理綱領等で明文化された内容のみを手がかりにするのではなく、
実際にソーシャルワーカーがおかれている現状についての分析に加え、各職能団体がこれ
までいかにソーシャル・アクションに取り組んできたか否かについての吟味は、やはり必
要なのではないか。氏も指摘しているように社会福祉士登録者は 100 万人を超えているの
にも関わらず、社会福祉士会に所属しているのはその 3 割弱に留まっている現実をどのよ
うに考えるのか。日本における社会福祉士やソーシャルワーカーをめぐる現状の構造的把
握を通してこそ、ソーシャル・アクションをめぐる現状と課題が浮かび上がってくるので
はないかと考えられる。  
 以上のとおり、本論文には確かに課題もあるとはいえ、阿部氏の論文が明確な問題意識
に基づき、意欲的に取り組まれた膨大な研究により生み出された労作であり、社会福祉学
研究に一石を投じる研究であることは間違いない。よって、本論文は博士（社会福祉学）
の学位を授与するに相応しいと判断する。  
